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4トップメッセージ

社長の長田です。本日はお忙しい中ご参加いただき、ありがとうございます。まず、
近年の振り返りと、今回の10年プラン策定の背景について、私から改めてご説明し
ます。

私が社長に就任してからまもなく3年となります。この間、設備工事業を取り巻く市
場環境は国内外ともに堅調で、当社グループも顧客業界の積極的な設備投資を背景
に、業績を着実に伸ばすことができました。

社長就任以来、国内外のお客さまと拠点を訪問し、国内・海外の社員との対話を重ね
てきました。当初は遠慮もありましたが、今では自由に意見が出るようになり、「もっ
とチャレンジしよう」という前向きな議論が自然に生まれる組織風土が形成されつつ
あります。経営陣も5年間にわたり議論を重ね、「大気社の競争優位性とは何か」「あ
りたい姿とは何か」を共有してきました。こうした議論の積み重ねが、今回の「10年
プラン2035」の基盤となっています。

また、エンジニアリング力の「見える化」を目的に、TISA（Taikisha Innovation
Site AIkawa）の開設やインドのR&D拠点の活用を進めています。これにより、顧
客に当社の技術力を直接評価いただく機会が増え、受注拡大につながる「技術への
自信」が組織全体で高まっている状況です。

2025年5月に10年プランと新中期経営計画を発表した当初は、市場の反応が限定
的で、十分にご理解いただけていないのではないかという不安もありました。しかし、
IR活動を継続する中で理解は徐々に深まり、少しずつ株価も上昇しています。一方
で、同業他社と比較すると、必ずしも突出した成長を遂げているとはいえないと認識
しており、アピール不足という声も多くいただきました。この機会にぜひ当社の戦略
への理解を深めていただければと思います。
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Be Engineering
for a Sustainable Society

｢持続可能な社会の構築」に貢献する
グローバルエンジニアリング企業

｜ 戦略指針_1 ｜ ｜ 戦略指針_2 ｜

Innovative Engineering

「さまざまな工学分野の要素技術」を複合化することで

求められる機能を発揮するシステム・仕組みを構築し

スマートでカーボンニュートラルな産業発展に貢献する企業へ

Global Inclusion

地球規模（グローバル）の環境・社会課題の解決をめざして

世界各地（ローカル）に根差したビジネスを展開し

世界各地の産業・社会・人々と共に繁栄できる企業へ

｜ 2035年のありたい姿 ｜

私たちが目指す「ありたい姿」は、“Be Engineering for a
Sustainable Society”、すなわち持続可能な社会に貢献するグ
ローバルエンジニアリング企業です。その実現に向けて、GXとDX
を融合した“Innovative Engineering”、そして19ヶ国28拠点
のネットワークを深化させる“Global Inclusion”、この2つを戦
略指針として掲げています。10年プランは、当社が長期視点でどの
ように変革し、どのように価値を創出していくかを示したものです。
長期的な企業価値向上に向けて邁進します。
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「10年プラン２０３５(2026年3月期-2035年3月期)」の目標

Increase Corporate Value

「企業価値」の向上

「経済的価値の倍増」 ＆ 「社会的価値の増大」
自然環境との共生など社会的課題の解決への貢献「時価総額」など企業の経済的価値指標の向上

Dividend Commitment

DOE
5.0%

Challenge 5,000

完成工事高
5,000億円

Target 12％ ROE

ROE
12%

すべてのステークホルダーと共に挑む、大気社が目指す“高み”

次に「10年プラン2035」最終年の目標についてです。

10年後の完成工事高5,000億円は、現在の約2倍です。これは「積
み上げ」ではなく、非連続な成長を織り込んだ挑戦的な目標です。従
業員数は36パーセント増に抑え、労働集約型事業から資本集約型
事業への転換を明確に打ち出しています。ROE12パーセント以上
も、事業成長を前提とした高い目標です。DOEは段階的に引き上げ、
10年後に5パーセント以上を目指します。

10年プランは、当社が長期視点でどのように変革し、どのように価
値を創出していくかを示したものです。まだ十分な理解を得られて
いない部分もありますが、長期的な視点で企業価値を高める責任を
果たすため、今後も進捗や考え方を積極的に発信します。

本日は投資家のみなさまとの建設的な対話を通じて、当社の方向性
や取り組みへの理解を一層深めていただき、また、投資家のみなさ
まからいただいたご意見を今後の経営に活かしていければと考え
ています。どうぞよろしくお願いします。
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8

202６/3 202７/３ 202８/３ 203３/3 2034/３ 203５/３202９/３ 20３０/３ 203１/３ 203２/3

「変革に向けた再構築」の3年間

国内事業で得られる資金を

成長投資に振り向け「成長戦略の基礎」を構築

10年プラン2035(2026年3月期-2035年3月期)

中期経営計画
(2026年3月期-2028年3月期)

中期経営計画
（202９年3月期ｰ20３１年3月期）

中期経営計画

（2032年3月期ｰ20３５年3月期）

成長実現への「投資の本格化｣を図る3年間 「成長戦略の実践」と「投資の継続｣による飛躍の4年間

「海外M&A」投資の本格化を図り

市場領域・事業領域・事業展開地域を拡大

拡大した市場領域・事業領域・事業展開地域を

最適化し、サステナブルな成長を実現

■完成工事高目標
(202８年3月期時点）

3,365億円

コア事業：2,465億円

成長事業： 880億円

新規事業： 20億円

■完成工事高目標
(203１年3月期時点）

4,００0億円
コア事業：2,500億円

成長事業：1,250億円

新規事業： 250億円

■完成工事高目標
(203５年3月期時点）

5,００0億円超
コア事業：2,700億円

成長事業：1,８00億円

新規事業： 500億円

■ROE (202８年3月期時点） １0％ ■ROE (203１年3月期時点） １１％ ■ROE (203５年3月期時点） １2％以上

「10年プラン2035(2026年3月期-2035年3月期)」の財務・非財務目標・マイルストーン

■従業員数(20３５年3月期末時点） ７,２０0名

財
務

指
標

非
財

務
指
標

財
務

指
標

■CO2排出量
(2027年度末時点）

■CO2排出量
(2030年度末時点）

スコープ１・２：42％削減

スコープ３：25％削減
（2022年度比）

■CO2排出量
(20３４年度末時点）

スコープ１・２：26％削減

スコープ３：15％削減
（2022年度比）

スコープ１・２：53％削減

スコープ３：３５％削減
（2022年度比）

(うち非日系：１,135億円） (うち非日系：１,２８０億円） (うち非日系：１,６９０億円）

(参考 )202５年3月期実績
非日系：57０億円

■自己資本比率 ４０％以上

■政策保有株式 対純資産比率1５％以下

50億円 50億円 50億円

4.0％ 4.5％ 5.0％

■配当政策（DOE) ■配当政策（DOE)■配当政策（DOE)

4.0％ 4.0％ 4.5％ 4.5％ 5.0％ 5.0％ 5.0％以上

■自己株式取得

経営企画本部長の中川です。
ここからは、財務・非財務のマイルストーンと、10年プランにおける事
業成長の考え方についてご説明します。戦略の詳細は後ほど事業部長
からお話ししますので、私からは全体の方向性を中心にお伝えします。

まず、財務・非財務のマイルストーンについてです。当社は10年プラン
の実現に向けて、財務面では事業成長と資本効率の改善、安定的な株
主還元を実行し最終年の目標の段階的な達成を目指していきます。ま
た、非財務面ではCO2削減目標の段階的な強化、人的資本の拡充とし
ては7,200名という目標を掲げています。
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事業領域の戦略的再整理（コア・成長・新規別）

「事業成長」の考え方

©Taikisha Ltd.

将来の成長イメージ（完成工事高）

●産業空調（非日系）

●オートメーション
●●バッテリー

コア
事業

成長
事業

新規
事業

●産業空調（日系）
●ビル空調
●塗装プロセス

●ドライ加飾
●ファシリティマネジメント
●環境ビジネス

●環境システム事業の技術・ノウハウ ●塗装システム事業の技術・ノウハウ ●新事業・新技術・ノウハウ

「コア事業」で安定成長を図りつつ

「成長事業」と「新規事業」で
非連続的な飛躍的成長に挑む。

既存事業を
既存顧客に

既存事業を
新規顧客に

新規事業で
新たな機会を

コア事業 成長事業 新規事業

１６％

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

2025年3月期 2028年3月期 2031年3月期 2035年3月期

売上高に占める

「成長事業+新規事業」の割合を

段階的に拡大

2,３1７億円

４45億円

0億円

2,４65億円

８８０億円

２0億円

2７％

2,5０0億円

１，２５0億円

２５0億円

38％

2,７０0億円

１，８０0億円

５０0億円

４６％

当頁では、「事業成長」の考え方についてご説明します。
完成工事高5,000億円という目標は、既存顧客への既存事業での成長のみ
では達成が難しく、非連続な成長を取り込むことで初めて達成できます。

従来の環境システム事業と塗装システム事業の持つ既存ビジネスを「コア事
業」、それらの既存事業を新規顧客・新領域に展開する「成長事業」、さらに環
境システム事業、塗装システム事業に次ぐ、「第三の事業の柱」の開発に挑戦
する「新規事業」の3つに区分しています。

特に、成長事業は、産業空調のうち非日系企業を開拓していく部分と、塗装
事業のオートメーション、両事業の技術シナジーで新たな価値を創造する領
域で、既存事業の技術・ノウハウを活かし、新たなお客さまへの価値提供を
実現します。すでに台湾積体電路製造（TSMC）の日本工場建設プロジェクト
への参画をはじめとした成果を上げており、今後さらに実績を積み重ねなが
ら、グループ全体のチャレンジマインドを高め、拡大を目指します。また、新規
事業ではドライ加飾をはじめCO2の回収などさまざまな分野に果敢に挑戦
しています。

なお、今回お示ししている成長イメージは、完成工事高の拡大だけを目的と
したものではありません。事業ポートフォリオの転換を通じて、付加価値の高
い領域へのシフトを進め、収益性と資本効率の向上を同時に実現することを
意識しています。
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「10年プラン2035(2026年3月期-2035年3月期)」の主要戦略
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10

｢持続可能な社会の構築」を支えるグローバルエンジニアリング企業へ

大気社にとっての「8つの戦略的焦点」

「成長産業」への積極展開 グローバルな「地域戦略」 「非日系企業」の開拓
産業構造の改革が進展する
「先端産業領域」を攻める。

グローバルネットワークの活用と増強。
成長性の高い海外市場を攻める

日系企業中心の顧客ポートフォリオを変える。
グローバル成長を遂げる非日系企業を攻める。

事業戦略

「知的資本」の増強

質的・量的拡充とビジネスプロセス変革
リソース不足に起因する「ビジネス機会の喪失」の撲滅へ。

「人的資本の拡充（質的・量的）」と「ビジネスプロセスの合理・効率化」

「GX＆DX技術」の高度化
カーボンニュートラルやデジタルシフトに伴い高度化するニーズに
応えるために、GX/DXエンジニアリング技術の研究開発を強化

「人的資本」の増強

「経営基盤」の強化

「事業推進・モニタリング体制」の強化 「グループグローバル経営基盤」の強化

DX戦略

データ分析とシミュレーションを活かした
新しい価値の提供

海外拠点間の国・地域を超えた連携・共創の促進
デジタル基盤を核とした業務プロセス改革による

業務効率化と高収益体制の構築

当頁では、当社が考える8つの戦略的焦点をまとめています。

まず、3つの事業戦略です。1つ目は、成長分野への集中です。これから確実
に伸びていく市場に対して、当社の強みをしっかりと投入し、事業の拡大に
つなげていきます。

2つ目は、グローバル展開の加速です。国内で安定した成果を着実に積み
上げながら、成長余地の大きい海外市場でさらなる飛躍を目指します。

3つ目は、非日系企業への本格アプローチです。単に技術を説明するのでは
なく、R&D拠点を活用し、お客さまと「共につくる」体制を構築しています。
実際に見て、試して、体感していただくことで、信頼関係を深めていきます。
そして、これらを支える基盤として、知的資本の増強、人的資本の増強、さ
らに「事業推進・モニタリング体制」と「グループグローバル経営基盤」という
2つの経営基盤の強化を進めています。技術力と人材力を高めながら、戦
略実行とガバナンスの両面を強化していきます。

最後が、DX戦略です。データを蓄積・活用し、業務の高度化を進めるととも
に、将来的にはEMSやデジタルツイン、さらには工場の完全自動化まで視
野に入れ、新たな価値創出につなげていきます。これら8つの戦略的焦点を
通じて、持続的な成長を実現していきます。

10



©Taikisha Ltd.

11：「重点注力市場」の分析

「グローバルに成長する産業」に経営資源を集中。
ターゲットは､ 「半導体･電子部品」 「モビリティ」「バッテリー」「バイオ・医薬品」 「データセンター」などの成長産業

モビリティ
（四輪車・二輪車・鉄道・航空機）

バッテリー

半導体・電子部品

データセンター

バイオ・医薬品

大気社の「重点注力市場」

１

2

３

４

５

市場戦略

高

低

市
場

の
成

長
性

高低 当社の市場競争力

世界的な
インフレ率水準

半導体

二次電池

電子部品・デバイス

バイオ・
医薬品

建材

自動車

データセンター

化粧品

オフィス・商業ビル・
ショッピングセンター

病院

通信インフラ

当頁では、先ほどの事業戦略において、当社の「重点注力市場」を記
載しております。

横軸は当社の市場競争力を、縦軸は、外部指標をもとに市場の成長
率を示しています。

成長産業への積極展開であり、当社として、市場の成長性と当社の
市場競争力を勘案し、「半導体・電子部品」、「モビリティ」、「バッテ
リー」、「バイオ・医薬品」、「データセンター」の5つを重点注力市場に
据えました。

投資家のみなさまからご質問やご意見をいただいた内容を中心に、
事業戦略における市場戦略を環境システム事業部の祖父江と塗装
システム事業部の浜中からご説明し、それを支える人的資本の強化
とDX戦略を副社長の中島より後段でご説明します。
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13環境システム事業：市場戦略 市場成長性と成長イメージ

半導体・電子部品１ バイオ・医薬品４

データセンター5

[顧客軸] 欧米系・ASEAN現地含む

非日系グローバル企業を中心にアプローチ

[地域軸] 日本国内および、ASEAN、インド、北米へ

[技術軸] 室圧制御、除染技術、測定支援、

GMP・生産設備の知見

■基本戦略指針

■基本戦略指針

[顧客軸] グローバルに展開する顧客へ追随

メガクラウド企業へのアプローチ

[地域軸] 日本国内からASEAN、インドへ展開

[技術軸] 建築設備のユニット化/モジュール化による

設備スマート化、新たな冷却方式の開発

[顧客軸] IoT化や生成AI普及を背景に拡大する日系・非日系

グローバル企業の投資獲得

[地域軸] 台湾を中心とした東アジア圏と米国・インド

日本はシリコンアイランドを中心に展開

[技術軸] ミニエンバイロメント化（精密温調）、高度なエネルギー

ソリューション提供

水再利用技術の提供

■基本戦略指針

■基本戦略指針

[顧客軸] 自動車のEVシフトに伴い車載バッテリー需要は増加

[地域軸] まずは、日本国内および北米「日系メーカー」との共創

[技術軸] 生産ライン設備から熱動力源供給、さらには設備・
熱動力源供給・工場建物まですべてを「モジュール化」
した新しいコンセプトによる建設現場のスマート化

市場規模

２倍
年平均

成長率8%

完工高

２倍
完工高

1.8倍

完工高

9.5倍

市場規模

1.8倍
年平均

成長率6%

市場規模

2.5倍
年平均

成長率10%

10年後市場成長性/成長イメージ

10年後市場成長性/成長イメージ

10年後市場成長性/成長イメージ

10年後市場成長性/成長イメージ

３ バッテリー 完工高

18倍
市場規模

10倍
年平均

成長率26%

環境システム事業部長の祖父江です。ここからは環境システム事業の注力分野
である、「半導体・電子部品」、「バッテリー」、「バイオ・医薬品」、「データセン
ター」の4つを中心にご説明します。

まず、半導体・電子部品市場についてです。AI、データセンター、EV・自動運転
などの成長分野が牽引役となり、市場拡大は今後も継続すると捉えています。
また、地政学リスク分散を背景としたグローバルサプライチェーン再編も進んで
おり、当社にもビジネス機会が広がっていると考えています。

次にバッテリー市場です。米国の政策方針の変化により、足元では一時的に市
場が低迷していますが、長期的にはモビリティのEVシフトにより市場拡大は続
くと見ています。バッテリー製造にはドライルームなど高度な空調環境が不可
欠であり、自動車メーカーによる内製化の動きもあることから、塗装システム事
業とのシナジーを活かせる分野と考えています。

バイオ医薬品市場については、先進国では再生医療や抗体医薬などの次世代
医療の普及により、医療製造プロセスの高度化は進み、新興国においても生活
レベル向上により、医療品市場拡大は継続すると捉えています。

最後にデータセンター市場です。生成AIの急速な普及を背景に、現在は世界的
に建設需要が非常に活発化しており、この流れは今後も継続すると見ています。
一方で、サーバー機器の高性能化に伴う発熱量の増加が課題となるため、新た
な冷却技術の研究や導入が重要であり当社のビジネスチャンスと考えています。

13
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14環境システム事業：地域戦略 （組織体制）

重点注力市場での戦略の具体化と推進をするため地域毎に戦略室を設置

地域戦略部

東アジア戦略室 アセアン戦略室 インド戦略室 北米戦略室 国内戦略室

半導体関連

台湾拠点を軸

シンガポール中心

アセアン地域の
各拠点と連携

パネル・空調
事業拡大

生産性向上
キャパシティ拡大

空調事業
体制構築

10年プランの国内・海外の地域戦略を達成するために、地域ごとの切り口
で施策を推進します。そのために来期よりスライドに記載の地域戦略部を
設置し、その下に各地域の戦略室を設置しました。

東アジア戦略室では、日本国内・アセアンへ進出する台湾半導体関連企業
へのアプローチを実施します。

アセアン戦略室では、シンガポールに設置のアセアン統括部を基点にグ
ローバル企業・コンサルとの接点を強化し非日系物件の受注を拡大します。

インド戦略室では、インドでのパネル事業の安定化と空調事業のビジネス
拡大を検討します。

北米戦略室では、米国ですでに事業展開している塗装システム事業と連携
し、日系バッテリー案件を足掛かりに空調事業の拡大を検討します。

国内戦略室では、国内事業における生産性向上および施工キャパシティ拡
大を実施します。

各地域の具体的な戦略については後段でご説明します。

14
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15環境システム事業：地域戦略 （東アジア、アセアン）

東アジア戦略

日本

フィリピン

ベトナム

タイ

インドネシア

マレーシア

台湾

アセアン戦略

■ 日本国内の半導体関連企業へのアプローチ

■ 台湾拠点を軸とした、台湾半導体関連企業への追随

■ シンガポール多国籍企業への訪問活動を加速

■ 複数拠点横断での受注拡大や施工体制を構築

■ グローバル企業へのアプローチ

ASEAN統括部・地域管理部

ここからは地域ごとの戦略についてご説明します。

東アジアでは、国内TSMC第1期工事を通じて構築した台湾企業との取
引基盤を活用し、台湾を中心に半導体分野での実績拡大を図ります。あわ
せて半導体関連イベントへの積極参加によりプレゼンスを高め、他地域へ
の展開につなげていきます。

アセアンでは、国境を超えたナショナルスタッフ間での新規進出案件を含
む顧客情報共有が活発化しており、足元では製薬、食品等のグローバル企
業からの受注拡大を推進しています。また、活発化するデータセンター投
資も積極的に取り込みます。

また、東アジア戦略室と連携し、台湾系先端企業への営業活動を強化しま
す。加えて、アセアン統括管理体制の高度化およびグローバル法務・予防
法務体制の整備を進め、事業拡大に耐えうる基盤を構築します。

15



16環境システム事業：地域戦略 （インド、北米）

インド戦略 北米戦略

■ 高成長が見込まれる市場を重点ターゲットに空調事業
を拡大

■ 多様な受注形態に対応可能な事業体制へ拡張を目指す

■ 塗装システム事業との連携による事業拡大

■ 塗装システム事業の拠点を活用し事業展開

■ 電池産業を中心に、環境システム事業の施工ノウハウを
技術移転

■ 米国に進出している日系企業中心に実績を積み上げる

©Taikisha Ltd.

塗装システム事業で

建設ライセンス取得済の州

■空調事業

■パネル事業

■塗装事業

■

事業分野別の

インド主要拠点

インドでは、半導体、電気・電子、モビリティ、データセンター、LiB
（リチウムイオン電池）分野など、高成長が見込まれる空調市場を重点
ターゲットとしています。戦略的業務提携およびM&Aを計画的に推
進するとともに、現地商流・発注形態に対応し、個別受注から一括受
注まで対応可能な事業体制へ拡張します。

北米では、塗装システム事業の拠点を活用し、バッテリーおよびデー
タセンター分野を起点に、成長分野での事業拡大を本格化させます。
まずは、環境システム事業の施工ノウハウを技術移転させ、北米に進
出している日系企業を中心に実績を積み上げていきます。

16
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成長への布石

環境システム事業：地域戦略 （国内）

設計・施工段階でのさらなる生産性向上

「日本」における事業基盤の強化

構想 基本計画 設計
（基本・詳細）

調達 施工 試運転 本稼働 アフターケア

■建築設備をユニット化・モジュール化することで、
現場作業のリードタイムの削減と施工品質の標準化を図る

■TPGの協力会社との共同事業 (TPG-Fab)として実施

プロダクトマネジメント組織の強化

■設計段階から専門部署による施工計画策定支援
（フロントローディング）の全社展開

■BIM活用による設計・工程管理の効率化

■デジタルツインを活用した遠隔管理
■ロボット/ドローンによる現場進捗管理
■遠隔での予兆保全
■静的BIMから動的BIMへ

BIMデータ活用による工程進捗・出来高管理・
メンテナンス

ロジスティクスの高度化

■物流拠点の集約と資機材管理のシステム化
■資機材の搬出入・ロケーション管理の可視化により、

搬出入と在庫管理の最適化

4
3

1 2

1 2

3 4建築設備のユニット化/モジュール化による施工
プロセス変革

国内の取り組みとしては、プロジェクトの一連のプロセスを通じて生産性向上施
策を図ります。

構想から設計のプロセスでは、フロントローディングを推進する責任部門として
プロジェクトマネジメント部門を整備しました。取り組み事例として、変更が比較
的少ないデータセンターや工場案件で、早期の仕様確定とBIM作成を前倒しす
ることで、ユニット化などの省力化工法の検討、精度の高い揚重計画、施工量・適
正人員の事前検討を進めています。

調達から試運転のプロセスでは、ロジスティクスの高度化を進めています。具体
的には、ユニット／プレハブ化に合わせた搬入計画、中継倉庫の活用、資機材の
集中コンテナ化を進め、搬入・保管・構内搬送まで含めた最適化を図っています。

設計から施工のプロセスではユニット化／モジュール化を、フロントローディング
と一体で推進します。併せて、BIMと連携したシステムを構築し、標準化を図り
ます。

最後に施工からアフターケアのプロセスでは、BIMデータを施工・維持管理まで
のDX基盤として活用しています。現場業務では、MR（複合現実）と連携した墨
出し支援、施工管理ツールと連携した進捗・出来高・検収管理、発注・納品管理の
効率化に取り組んでいます。加えて、2026年4月より4D工程システムの運用
を開始し、3Dモデルに時間軸を付与することで工程や施工手順を可視化し、工
程調整の効率化につなげていきます。

これらの取り組みを通じて、国内工事の消化能力は着実に拡大しています。
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環境システム事業：業績振り返り、中計目標

構想 施工 本稼働
1,031

1,271
1,372

1,154 1,161
1,348

1,245
1,399 1,491 1,573

1,340 1,343

1,718

2,165

1,694
1,870 1,910

2,240

2.2% 2.7%
3.7% 3.9%

5.2%
6.6%

8.0% 8.5% 9.1%8.8% 8.3%
6.9%

8.5% 7.9%

9.0%

8.2%

10.4%

8.4%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

足元では受注時採算の改善が続き、

今期の目標を上回る見込み

▍完成工事高・経常利益率 推移

（億円）

完成工事高

経常利益率

中期経営計画期間

最後に、中期経営計画期間における採算性の方向感についてご説明し
ます。

国内受注環境に関しては、当社が得意とする分野の投資は旺盛であり、
引き続き良好で、しばらくこの傾向は続くと想定しています。

当社の特徴でもある海外事業については、足元では日系企業による設
備投資のタイミングを見直す動きも一部見られますが、現地ローカル企
業や欧米顧客からの案件が増えてきています。ローカル企業や日系・欧
米サブコンとの競争は厳しく、現時点では国内と比較すると採算性の見
通しは厳しいですが、国内同様に業務のDX化・設計施工段階での生産性
の向上と当社との取引実績を通じて顧客からの信頼を獲得し、特命受注
の比率を高めることで採算性の改善を図っていきたいと考えています。

中期経営計画の最終年度である2028年3月期は、足元での受注時採
算性の改善と業務のDX化による生産性改善もあり、今後も高い採算性
は継続すると考えています。一方で成長投資を積極的に行っていくため、
固定費負担の増加が見込まれます。2028年3月期の目標はそれらを踏
まえ現在精査しています。
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20塗装システム事業：市場戦略 市場成長性と成長イメージ

完工高

1.3倍
市場規模

1.3倍
年平均

成長率3%

モビリティ（四輪車・二輪車・鉄道・航空機）２

■基本戦略指針

３ バッテリー

■基本戦略指針

[顧客軸] 自動車のEVシフトに伴い車載バッテリー需要は増加

[地域軸] まずは、日本国内および北米「日系メーカー」との共創

[技術軸] 生産ライン設備から熱動力源供給、さらには設備・熱動力源供給・工場建物まで
すべてを「モジュール化」した新しいコンセプトによる建設現場のスマート化

市場規模

10倍
年平均

成長率26%

完工高

18倍

10年後市場成長性/成長イメージ

10年後市場成長性/成長イメージ

[顧客軸] ICE（内燃機関）から、EV、SDVシフトに伴う生産革新への対応

[地域軸] 「欧州市場への挑戦」と「北米」、「インド」

[技術軸] 問われるGX技術。注目は「ドライ加飾」技術のインパクト

塗装システム事業部長の浜中です。ここからは、塗装システム事業
の10年プランにおける成長戦略および収益力改善についてご説
明します。

10年プランでは、注力分野「モビリティ」「バッテリー」の2つを代
表例として取り上げていますが、塗装システム事業では、「既存事
業の塗装プロセスに加え、成長事業であるオートメーション、バッ
テリー、新規事業としてのドライ加飾の領域」を、「カーボンニュート
ラル技術等日系で培ってきたプロセス事業におけるエンジニアリ
ング力、どのロボット・塗装機でもインテグレートできるオートメー
ション技術、環境システム事業とのシナジー力、全世界を網羅する
グローバルネットワーク、そしてDX技術という5つの当社の武器」
で、北米、インド、欧州、日本、中国で成長を目指していきます。

後段で詳細にご説明します。
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21塗装システム事業：モビリティ四輪における地域戦略 （北米、インド、欧州）

方向感や取り組み市場性

・北米グループ会社のEncore Automation LLCでM＆Aを実施
・工場閉鎖による原価低減と多様な調達方法の確保で価格競争力を上げる
・環境システム事業も参入しバッテリー分野で事業拡大

2025～2027年度
平均市場規模

985億円
北 米

・日系中心に自動車の販売台数増加の流れを取り込む
・非日系顧客を開拓
・欧州拠点と連携し欧州系メーカー案件を獲得

2025～2027年度
平均市場規模

２０８億円
イ ン ド

・大型物件の受注により、欧州市場でのプレゼンス拡大
・サプライチェーン全体での最適な受注体制を構築、当社の内製化対応領域拡充
・欧州環境規制に適合した技術提案
・環境規制で先行する欧州での事業展開を通じて最先端の環境ニーズの把握と対応技
術の習得を目指す

2025～2027年度
平均市場規模
1,175億円

欧 州

まず、今後のモビリティの四輪における地域戦略をご説明します。

北米戦略は、日系投資が一巡した後は、非日系戦略を比較的競合先の守備固めの弱い部分か
ら攻め、一定の成果を残してきました。さらなる顧客ポートフォリオの多様化を狙いに、いわ
ゆる米国デトロイト3に強みを持つオートメーション企業を昨年企業買収しました。今年1月に
はさっそくデトロイト3の1社から中規模の自動化プロジェクトを受注し、その成果が出始めて
います。

また、昨今の労働市場環境変化で良質な労働力がIT産業に流れており、プラント製造業にお
いて自社工場を持つ意義が薄れつつあり、2026年5月をもって工場閉鎖をする決断を下し
ました。これにより逆に多様な調達方法が可能となり、価格競争力を得ることができます。ま
たそれだけでなく、BIM/DXを活用したローコストな海外拠点とのワークシェアリングで、リ
ソース問題にも手が打てる事につながります。

さらに、環境システム事業の北米への本格参入にも、事業の垣根を超えた拠点活用を考えて
おり、バッテリー分野を皮切りに北米における事業拡大を着実に進めているところです。

次にインド戦略ですが、ご承知のようにこの市場はまさに沸騰が始まっており、1990年終盤
から外資を取り入れ大躍進した中国市場の再来の様相を呈しています。日系最大手は年に
200万台を倍増する計画のもと、一年に1工場から2工場を新設しており、それらを着実に
獲得していくのが基本戦略となります。また、この地での当社の歴史も長くトップシェアを
誇っていることから、非日系からの認知度も高く、新たに設立した欧州新拠点とも連携し、欧
州系からの案件積み増しも狙いのひとつです。

その欧州戦略ですが、ドイツでの新会社設立と同時に受注した非日系からの超大型物件に関
しては、顧客の生産計画の見直しで若干納期変更があるものの順調に推移しています。その
後、チェコにおいて日系から中型物件も受注し、概ね当初の計画どおりに推移しています。今
後も、市場予測のとおり地域別には最大となる市場であることから、新拠点のリソースも拡
充しており、リソース不足を一括外注で補っていた部分の内製化も着実に進めています。
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22塗装システム事業：モビリティ四輪における技術戦略 （ドライ加飾）

2029～2026～202820252024～2023年次

・フィルムの意匠性・機能性などを期待し、
樹脂パーツなどの国内・北米量産ライン
への導入

自動車の
生産方式
に変更が
ない場合

・樹脂パーツなどへの部分導
入開始

・国内小規模テストライン導
入開始

・北米特定顧客と量産ライン
への導入を目的に共同開発
開始

・当社デモライン
で顧客のテストを
実施

・当社R＆Dにてデモ
ライン稼働開始

・内装・外装小物部品のフィ
ルム成型
・大量生産のライン導入に
向けた装置の構想開始
・アウトモールドデコレー
ションのドライ加飾システ
ムのライン設計を実施

フィルム

加飾の

タイムライン

・EV新工場でアンボックスドプロセス※
による大型成型に合わせて、ボディの
オールフィルム化へ

※車両を6つほどのブロックに分け、それぞれを

別々に組み立てた後に一体化する方式。
自動車メーカーが開発を進めている自動車の

生産方式
に変更が
ある場合

自動車領域以外への展開

・顧客ニーズに対する最適ソリューションを提供・メーカー側で既存工場の設
備を総入れ替えするのは非
現実的
・部分導入からスタート

・顧客のニーズに
合わせ調整

・製品化に向けた装
置の精度向上、顧客
テストを実施し、顧
客工場に合わせたシ
ステムの構築

・形状が最も複雑なバン
パーのフィルム加飾に成功
・あらゆる外販パーツの
フィルム加飾の目途が立つ

技術的な

ポイント

大型・複雑形状対応大型・複雑形状対応

今後

©Taikisha Ltd.

過去～現在

次に、グリーンファクトリー化の取り組みとして、技術軸では塗装代替
の目玉となるドライ加飾についてお話しします。

デモライン活用による国内の四輪OEM各社の品質検証は一巡し、顧
客の生産現場にテストラインを導入する検討ステージに入りました。
デモラインでの検証では、さまざまな評価点、課題感も見えてきたた
め、テストライン導入に向けてさらなる改善改良を加えているところ
です。また、北米の四輪OEM数社からの要望に応えるべく、当社
オートメーション事業拠点であるEncore社にデモラインを設置し、
現地で顧客と共同でテストができる環境を整えていく予定です。
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塗装技術の他産業への展開 産業空調領域のスマート化

「非四輪」市場における事業機会の創出（鉄道、航空機、他の製造業）
成長への布石

塗装システム事業：非四輪における市場戦略

■多品種少量生産のスマートファクトリー
オートティーチング技術（i-ART)を活用し、小ロットの生産現場の
スマートファクトリー化に大きく貢献

■ドライ加飾適応市場の探索
四輪塗装に限らず、塗装・加飾が適応する市場マーケティングを実施

■デジタルツイン技術によるコンサルティングからアフターメ
ンテナンスまでの一貫したサービスの提供

・四輪塗装で培った技術・ノウハウをベースに、塗装・加飾を必要とする
あらゆる産業でスマートファクトリー実現に貢献

・空調事業で培った環境提供技術（特殊空調含む）を含め、
最適なモノ造り環境をワンストップソリューションで提供

■GHG削減提案による工場運営コンサルティングの実現
お客さまのGHG削減目標を実現する技術提案と、
採用技術による削減効果の可視化

▍航空機塗装 ▍住宅建材業界へのドライ加飾の展開 ▍新薬開発ラボ(オートメーション活用)

次に、塗装システム事業のビジネスポートフォリオ多角化に向けて取り組んでいる非四輪市場への取り組
みに関してご説明します。

モビリティ市場としては、鉄道・航空機産業に注力しており、四輪市場で培ってきた塗装および研磨作業も
含めた自動化技術およびカーボンニュートラル対応技術を武器に、国内外で実績を上げてきています。

昨年から今年度にかけては、鉄道ビジネスにおいては、国内JRでの自動研磨、エジプトのカイロ、フィリピ
ンのマニラでの地下鉄整備基地を受注し、インドにおいては当社製造工場の品質管理が評価され、各鉄道
車両製造メーカーからパーツ製造の請負までビジネスを拡大しています。航空機産業においては、北米で
日系プライベートジェットの自動塗装ラインを、ブラジルでは同国大手の航空機会社からリージョナル
ジェットクラスの自動塗装を含めた塗装工場一式を受注してきました。北米最大手の航空機メーカーの投
資再開の話もあり、自動化技術を武器にさらに市場占有率を上げていきたいと考えています。

モビリティ以外の市場としては、住宅建材業界にサイディングの塗装代替としてドライ加飾技術を提案し
ています。今後の話の進展によっては、四輪市場より先に実用化される可能性もあり、フィルム材料メー
カーと協業で力を入れて進めています。日本のハウスメーカーでは、高級感のある上位モデルの販売市場
は北米も視野に入れており、当社の北米ラボの活用も戦略の1つになっています。

さらに、2年前にラインビルド事業推進部を事業部内に立ち上げました。これは大手四輪メーカーのように
生産技術部門を自前で有しない顧客に、初期の計画段階からコンサル業務を展開し、難易度が高く投資効
果を出しにくい多品種少量生産現場でモノ作りに貢献することが狙いでした。ここに、当社の環境システ
ム事業が提供できる環境技術をインテグレートして、塗装領域だけでなく広く展開を始めています。

一例を挙げると、新薬開発ラボでは、無菌室という環境提供技術・クリーンルームに用いられるクリーンパ
ネル、さらに人の介在を必要としない自動化技術の組み合わせで、両事業のシナジーを出す活動を展開中
です。

データセンターでは、今後の空冷から液冷に移行する黎明期であり、ここに両事業のシナジー効果を出す
べく協業を始めています。環境システム事業が培ってきた最適な熱源制御という環境提供技術と、膨大な
数のCPUを直接冷やす冷却プレートへの冷却液供給分配制御技術は、塗装システム事業で実績のある塗
料供給システムの技術を応用できると考えています。データセンター向け冷却設備市場は2030年にはグ
ローバルで10兆円規模の市場が見込まれています。
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24塗装システム事業：バッテリー事業における技術シナジー

2025年12月18日 ニュースリリース @当社HPにて

従来工法での工場建設

❶ 整地

➋ 建屋建設

➌ 製造環境整備

➍ ユーティリティ供給設備

➎ 製造装置据付＆調整

新工法での工場建設 （今後の展開）

■建屋/製造ラインの分離した設計＆施工、および設備大型化に伴い
コストの増大、工期の拡大が新規生産ライン設置の障害

建屋設計 製造環境設計 ユーティリティー供給設計 製造装置設計

建屋モジュール製作 ユーティリティーモジュール製作 製造装置製作

製造環境向け附帯設備製作

モジュールへ各種組込み

出荷前 設備 各種調整

■建屋/製造ラインおよびシステム含めた工場全体を一体設計＆製作（モジュール化）し、
短期間・低コスト、高品質を高次元で両立できる電池製造拠点の提供を目指す

現地でのモジュール据付 と 設備最終調整

製造設備含めたモジュールを現地輸送

両事業の技術シナジーを活かすという話をさせていただきましたので、10年プランにも掲載
されているバッテリー事業の動向に触れます。

足元のEV市場の鈍化で四輪OEMのバッテリー工場新設投資の先送りが生じていますが、
カーボンニュートラルの実現に向けた社会的課題の1つでもありますので、長期トレンドでは確
実に投資が増大すると考えています。特に、リチウムイオンバッテリーは全個体電池に完全移行
するまでは、長期にわたり需要が継続し、バリューチェーンの視点からも各四輪OEMがバッテ
リーを地産地消していく流れは強いと推測しています。

事実、BEV/HEVの車の床面に組み込まれるバッテリーケースラインの投資は旺盛で、今年度
だけで国内1件、北米2件、欧州1件のプロジェクトを受注しています。肝心のバッテリーにおい
て当社は、一般社団法人「電池サプライチェーン協議会（BASC）」に加盟する設備関連企業8社
とともに、蓄電池製造設備産業の強化に向けた共同事業体「Swiftfab Energy Systems株
式会社（以下、Swiftfab）」への出資を決めました。

この共同事業体では、政府が掲げる経済安全保障政策を含め、経済産業省が策定する蓄電池
産業戦略の実現に貢献すべく、個社それぞれの強みを結集・連携して産業横断型の蓄電池製造
プラットフォーム構築を推進し、建屋・設備・生産装置・システムを一体で設計・開発し、蓄電池製
造ラインとして統合ソリューションを共同で構築・展開することで、圧倒的な短期間・低コストで
ありながら高品質を高次元で両立できる電池製造拠点の提供実現を目指します。その中に
あって、当社の環境提供技術のミニエンバイロメント化、四輪工場で培ってきたプレファブ技術
で、同ジョイントベンチャーの中で中核をなす存在を目指していきます。

市場規模としては、Swiftfabでの新工法や既存工法によるバッテリー工場において、請負範
囲をドライルーム、排気処理等の付属設備、1.5次ユーティリティ供給から、製造設備の据付、マ
テハン等に拡大することで7,800億円市場を目指します。
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塗装システム事業：業績振り返り、中計目標

自動車メーカーの設備投資増とカーボンニュートラル需要により

足元では利益率は回復傾向

▍完成工事高・経常利益率 推移

（億円）

完成工事高

経常利益率

中期経営計画期間

最後に、業績の振り返りと、中期経営計画期間および10年プラン内における採算性の方
向感についてご説明します。

イタリアの子会社があった2023年以前は、売上規模700億円の中で子会社を除く売上
は約500億円でした。この部分をExitし、2024年からは欧州以外で売上を積み上げて
きており、昨年度は1,000億円台という2倍の売上に押し上げました。今年度以降もコン
スタントに1,000億円の壁を突破して継続的に増収予定です。そして、10年プランの売上
達成を目指すために、前述した5つの地域である日米欧印中でそれぞれの経済圏に合った
地域別戦略を展開していきます。

市場別には、現在5パーセントのウェイトしかない欧州市場を15パーセント近くまで伸ば
し、インド・北米では、ウェイト比率は変わらないものの量的には2倍近くまで伸ばしていく
計画です。

最後に、肝心の収益性の改善についてご説明します。事業規模を牽引してきたのは塗装
プロセス事業（以下、プロセス事業）であり今後もコアビジネスとなりますが、ご承知のよう
に技術がコモディティ化し高い収益性が見込めない事業となりつつあります。とはいえ、
オートメーション事業などモビリティ市場でのフックの役割を持っており高い重要度を持っ
ています。

現在、このプロセス事業が売上の60パーセント以上を占めており、フックの役割を活か
すため量的には引き続き伸ばしていきますが、10年後には収益性の高い他の事業を伸ば
しプロセス事業のウェイトを40パーセント程度まで下げる計画です。ロングテールビジネス
を含めると収益性の高いオートメーション事業そしてゲームチェンジャーとなりうるドライ
加飾事業、オールインワン形式のユニット型バッテリー工場といった他の事業のウェイトを
60パーセントに逆転させることで、ベストミックスによる採算性の改善を目指します。
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27

グローバルな人的資本を「競争力の源泉」の中核と位置づけ
人材ポートフォリオ・マネジメントを基軸に成長戦略を支える人材の充足を目指す

「人材ポートフォリオ」の定義

人的資本：グローバルな人材ポートフォリオ・マネジメントの導入

「人事制度」との連携

成長戦略を支える
４つの人材ポートフォリオと役割

データベースを構築し、プロジェクト
の大型化に対して国際分業を円滑化

人材

データベース

「グローバル人材データベース」の構築

■経営マネジメント人材
成長戦略・事業戦略実現に向けたマネジメントの実践

■クリエイティブ人材
社会課題をチャンスに、技術革新による新たな事業創出

■技術高度専門人材
設計・施工・研究開発の領域を究め、「成長事業」領域に
おける技術価値の創出

■部門スペシャリスト人材
「コア事業」領域において、 高い専門性を通して
高付加価値の提供

多様なタレントを戦略的に機能させる
人材マネジメントシステムを運用

DE ＆ Iの推進 働きやすさ働きがいがある 挑戦してみたくなる 多様な経験が積める
支援醸成

©Taikisha Ltd.

事業部門

コーポレート部門海外拠点

能動的に挑戦できる制度と組織の整備 挑戦した経験を称賛・内省する仕組み違いを尊重し、認め合う文化の構築

評価

■経営マネジメント人材
■クリエイティブ人材
■技術高度専門人材
■部門スペシャリスト人材

等級 育成

配属・異動

採用

報酬

評価各領域で卓越した能力と専門性を有する
キャリアプロフェッショナル人材を増強

副社長の中島です。私からは戦略的焦点の人的資本の拡充とDX戦略の
進捗について具体的にご説明します。

長期ビジョン・10年プランの実現に向けた人材戦略として、第一に「グ
ローバルな人的資本を競争力の源泉と位置づけ、人材ポートフォリオを基
軸に、成長を支えるキャリアプロフェッショナル人材の質的・量的な拡充」を
掲げました。これまでの人材戦略との大きな違いは、経営戦略との連動を
考慮し、人材ポートフォリオマネジメントのグローバル展開に踏み込んだ点
です。

10年プランで掲げた2035年の完成工事高目標は現状の約2倍であり、
DX化をはじめとする生産性の向上や従業員数を考慮しても、従来の計画
では目指す人材の質・量には遠く及びません。2035年に向けては次世代
を担うキャリアプロフェッショナル人材の計画的な育成が不可欠です。求め
られるスキルや経験、価値観を備えた人材の採用・創出と確保を目指しま
す。

中でも、時々刻々と変わるビジネス環境に対応し、変革をリードするグ
ローバルリーダーを計画的に輩出し続けることが急務と言えるでしょう。す
でに国内で開始している経営者育成プログラムを、グループ全体の取り組
みとして進展させていきます。
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28

「エンジニアリング力」の強化 「グローバル化対応力」の強化

KPI KPI

ボーダレスな人材の採用、育成を通じて、
「エンジニアリング力」と「グローバル化対応力」を強化する

人的資本：グローバル・エンジニアリング力強化

■「ナショナルスタッフ経営幹部」の育成

■「邦人社員」のボーダレスな活躍

❶ 早期選抜

❷ 経営参画

❸ 日本・国際拠点でのグローバル経験

※将来的にはグループ執行役員としてグループ経営に参画

❶ 早期に海外勤務を経験（海外トレーニー制度）

❷ 海外拠点長を経験

❸ 上級管理職・CEO候補へ

■新たな「専門教育機関」の設立
半導体・製薬など特定の分野に特化した技術人材を育成

■「Design・Build＆Care人材」の育成と増強

■「高度専門人材認定制度」の運用と強化

分野ごとに技術高度専門人材のTOP（卓越したスキルと
実績を持つ人材）を定め差別化

「Design（設計）」「Build（施工）「Care（アフターケア）」を
すべて担える技術人材を育成

高度専門人材を含む、キャリア
プロフェッショナル人材の人員数 KPI

２０３5年 350人
（2025年 100人）

海外拠点の経営管理に関わる
グローバル人材の人員数

２０３5年 1,780人
（2025年 1,200人）

次に、グローバル・エンジニアリング力強化についてご説明します。

当社では、技術的な専門性を持つ社員の年齢層が高く、今後10年でベテ
ラン人材が急速に減少する見通しであり、エンジニアリング力の継承と人材
育成は当社事業の存続にとって喫緊の課題です。

エンジニアリング力の高い社員を育成するには、設計から施工、試運転、引
き渡しまでの理論を学び、現場で実践し成功体験を得ることが重要です。そ
のため、自身の知識・経験・技術力・マネジメント力を評価した「技術カルテ」
により習得度を把握し、育成プランを実行します。さらに、特定分野で高度
な専門性を身に付けるため、生産に直結した知識や技術を失敗も経験しな
がら学び、顧客からの信頼を得て、より複雑な課題を解決できる人材を育成
します。

加えて、クリエイティブ人材や技術高度専門人材については、トップ人材の
能力を見える化し、新たな「専門教育機関」の設立も視野に取り組みを進め
ます。海外のナショナルスタッフには、経営幹部・技術人材を対象に日本への
留学機会を設け、教育研修や現場経験で得たスキル・ノウハウを自国で展開
させることで、海外におけるエンジニアリング力の蓄積と継承を図ります。
将来的には、ナショナルスタッフがグループ執行役員として当社グループの
経営に参画することを期待しています。
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29DX戦略：BIMを中核とするDX基盤の構築

DX
戦略

データ分析とシミュレーションを活かした新しい価値の提供

デジタル基盤を核とした業務プロセス改革による

業務効率化と高収益体制の構築

海外拠点間の国・地域を超えた連携・共創の促進

©Taikisha Ltd.

「労働集約型ビジネス」から、「資本集約型ビジネス」へ
BIMを中核とするDX基盤を構築し、より高付加価値でクリエイティブな業務へ

デジタル活用の推進

既存業務の
デジタル化移⾏

自動化領域の拡⼤ AIによる最適化の
実運⽤適⽤

業務効率化・生産性の向上 高収益体制の構築 新規ビジネスの創出

労働集約型 資本集約型

自律化の展開

ここからはDX戦略についてご説明します。当社は多くの人手や時間を
投入して利益を上げる「労働集約型ビジネス」から、デジタル基盤などへ
の投資を通じて効率性と収益性を高める「資本集約型ビジネス」への移
行を目指しています。このプロセスにおいて重要な要素であるBIMを中
心としたDX基盤を構築するため、戦略を策定しました。

まず、見積から検収までのアナログ作業を廃止し、設計・施工業務をは
じめとした既存業務をシステム化することで、全社的なデジタル活用を
推進していきます。同時に、BIMと各種コスト管理システムとの連携を
進めることで、設計・施工業務のスマート化を実現し、自動化の範囲を拡
大していきます。これにより、業務の効率化や生産性の大幅な向上が見
込まれます。

また、グローバルコスト管理や設計・施工業務にAIを活用することで、
従来のコストが削減され、高収益体制を構築することができます。加え
て、エンジニアリング分野ではAI、ロボティクスの積極的な活用により、
自律化の仕組みを導入・拡大し、新規ビジネスの創出にも挑戦します。こ
れらの取り組みを通じて、当社は持続的な成長と競争力の強化を実現し、
変化の激しい市場環境においても確固たる存在感を発揮していきます。
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30DX戦略：DXへの経営資源投下

BIM／DXステージにおける資源投下の割合

©Taikisha Ltd.

BIM/ステージの軸（D）

アナログ作業からデジタル統括管理への移行を加速。改革2D

基盤と な るBIM 、共通データ 環境、プ ラ ットフォームの

整備、展開を開始。
BIM3D

工程計画、人員配置計画、機器・資材等の流れの
可視化、分析、自動化を推進。

時間4D

BIMと各国拠点のコストデータベースと連携し最適な
コスト管理を実現。

コスト5D

6D Sustainability
エネルギー分析、GXの実現、GHG排出量見える化、リサイクル技術により

低炭素社会を実現。

共創7D
デジタルツイン活用による施工・ラ イン構築の支援・自動化お よびデー
タ共有により、顧客と共に新しい価値を創出。

安全、維持管理8D
無人化の推進による建設現場の安全性向上、お よび 設備稼働状況に関す
る顧客データの蓄積・分析による新たな 価値の提供。

2Dから8Dまでの蓄積された情報とAI、ロボットなどの次世代技術を連
携し、新技術を創出し、世の中にない差別化された価値の提供を実現。

9D 自律、ロボット

これらの取り組みにあわせ、資源投下の重点も段階的に組み替え
ていく方針です。まず初期フェーズではBIM基盤の整備や業務デジ
タル化への投資比率を高め、その後、分析・シミュレーション、共創
先端技術活用といった高付加価値領域へと投資の重心を移行させ
ていきます。

また国内で構築したBIM/DX基盤は、順次グローバルプラット
フォームへと展開し、海外拠点間の連携とデータ共有を強化します。
国・地域を超えた共通基盤の活用により、業務プロセス改革をグ
ローバルプラットフォームへ展開し、海外拠点間の連携とデータ共
有基盤の活用により、業務プロセス改革をグローバルに加速させる
とともに、DX戦略として掲げる「業務効率化高収益体制の構築」、
「新しい価値の提供」、「国・地域を超えた連携・共創」を実現してい
きます。
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「デジタル戦略」の監督・執行（ガバナンス）を強化

DX戦略：「デジタル戦略管理」を支える体制の強化

監
督

側
執

行
側
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取締役会

諮問答申

委員長：代表取締役社長
委員：業務執行取締役(4名）

管理本部長
技術本部長 ほか

デジタル戦略委員会

委員長：社外取締役
委員：社外取締役(3名）

業務執行取締役(5名）

デジタル・イノベーション
委員会

モニタリング報告

4回/年

２回/年

新設

デジタル戦略管理

①全社BIM戦略分科会

②グローバルコミュニケーション分科会

③ITガバナンス・情報セキュリティ分科会

④AI活用分科会

⑤電子購買システム

デジタル戦略委員会（4回/年）

委員長を代表取締役社長が務め、委員は
業務執行取締役(4名)、管理本部長、技
術本部長などで構成される。

「5つの専門部会」がデジタル戦略を執行

これらの戦略の事業推進・モニタリング体制の強化として、10年プ
ランでも触れたデジタルイノベーション委員会の新設、デジタル戦略
委員会の機能強化についてご説明します。

デジタルイノベーション委員会は社外取締役を議長とし、デジタル
戦略の執行を担うデジタル戦略委員会をモニタリングしていきます。

デジタル戦略委員会は、委員長を代表取締役が務め、スライド右側
に記載の5つの専門部会を設け、10年プランで掲げるDX戦略を実
行していきます。
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DX戦略：DX人材育成とグローバル連携

DX人材育成の考え方 DX人材の拠点間の交流促進

3つのステップでDX人材の育成を進行
グローバルネットワークを活用した
連携強化・生産性向上

また、先ほどご説明したDX戦略を実行面で支えるDX人材についてご説明し
ます。DX人材は3つのステップで育成を進めています。

ステップ1として全社員を対象にDXの基本的な考え方やデジタルAI活用の基
礎を深める研修を実施し、全社ベースでリテラシーを底上げしていきます。

ステップ2としてDXリテラシーを土台として業務上の課題抽出、データ分析、
プロジェクト抽出など実務に即したデジタル活用力の向上を図り、業務変革を支
える人材像の拡充を進めていきます。

ステップ3としてBIM等の業務系デジタルツールの活用や、技術・ノウハウの形
式知化、顧客へのデジタル提案を通じて、部門横断的にDXを推進できる人材の
育成を行っていきます。

また、人材育成と並行して当社のグローバルネットワークを最大限活用すべく、
共通の課題解決に向けて拠点ごとの好事例や秀でた強みの共有を多拠点に展
開し、異文化理解や相互信頼を育みつつ、グローバル全体での連携強化、生産性
向上を図ります。

人的資本強化とDX戦略を一体で進めることで、事業規模拡大に耐えうる組織
力と収益性を高め、10年プラン2035の実現につなげます。
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※ 基礎キャッシュフロー＝当期純利益+投資費用+減価償却費・のれん償却費-政策保有株式の売却益

最初の3年で「攻めの成長投資」と「確かな株主還元」を実施、
飛躍的成長へ布石を打つ

成長投資の内訳

1.事業成長投資 65億円

2.キャピタルアロケーション ２20億円

3.デジタル成長投資 70億円

4.成長のための人的投資 2５億円

【主な投資】 ➢ドライ加飾デモライン投資
➢R&D、新規事業関連投資

【主な投資】 ➢BIM＆DX投資、AI活用推進
➢グローバルコミュニケーション
➢調達電子化投資

【主な投資】 ➢国内外の専門人材の獲得
➢デジタル人材・グローバル人材の教育

【主な投資】

➢日本 :70億円 国内施工体制の強化
➢北米 :70億円 北米事業拠点の獲得
➢インド ：50億円 インド事業の拡大
➢欧州 :20億円 欧州サプライチェーンの拡大
➢ASEAN :10億円 ASEAN事業体制

2026年3月期ｰ2028年3月期
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Cash in 合計

730億円
Cash out 合計

730億円

基礎キャッシュフロー※

（投資前営業キャッシュフロー）

515億円

政策保有株式の売却 5０億円

配当

16５億円

自己株式取得

1５０億円

基盤インフラ投資 ３５億円

成長投資

３８０億円

分配可能資金（現預金）
または借入金の活用

165億円

資本政策：キャッシュアロケーション

経営企画本部長の中川です。
当ページでは、10年プランのスタートとなる新中期経営計画のキャッシュ

アロケーションについてご説明します。

スライドに記載しているキャッシュインを活用し、事業を成長させる成長投
資と、DOE水準の向上に加え自己株式取得も積極的に行い、株主還元を充
実させます。

成長投資は380億円に増額し、M&Aや業務資本提携などのキャピタルア
ロケーションに220億円を投じるなど、適切に配分することで成長戦略を実
行していきます。

当社は昨年、北米で米国のオートメーション企業をM&Aしました。規模は
数億円ですが、今後も成長が見込める地域への投資を継続します。オート
メーション分野ではM&Aを成長戦略の柱とし、自動車分野での強みを活か
しつつ、他産業への展開も進めます。

また、インド市場に注力していきます。インドでは5年前にパネルメーカーに
出資し、51パーセントから段階的に持分を引き上げ、現在は100パーセント
子会社化しました。さらに空調事業拡大に向けたM&Aも検討中で、優先的
に投資する方針です。日本では小規模ではなく、戦略性の高い大型案件に取
り組む方針です。
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2035年3月期

目標

2031年3月期

目標

2028年3月期

目標

2026年3月期

目標

2026年3月期

予想

--2,9603,6203,365受注工事高

財務目標

5,000億円超4,000億円3,3652,7902,867完成工事高

--227182230経常利益

--158120144親会社株主に帰属

する当期純利益

12%以上11.0%10.3%8.1%9.5%ROE

5.0%以上4.5%4.0%4.0%3.9%DOE

--505050自己株式取得

--15%以下15%-20%15%-20%政策保有株式の保

有額対純資産比
53%削減

(2034年度末時点)

42%削減
(2030年度末時点)

26%削減
(2027年度末時点)

--スコープ1・2CO₂排出量

(2022年度比)
非財務目標 35%削減

(2034年度末時点)

25%削減
(2030年度末時点)

15%削減
(2027年度末時点)

--スコープ3
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財務・非財務目標：中期経営計画

※ 「目標」は2025年5月15日開示の中期経営計画の数値目標

中計初年度は売上・利益において上振れて推移

中計最終年度の利益目標達成の確度は高まる

（億円）

10年プラン2035の目標中期経営計画期間

当ページは、本中計の財務・非財務目標について記載しています。2026年3月期

の業績予想に関して、受注工事高は、環境システム事業において、当初見込んでいた

案件で受注時期が後ろ倒しとなる見通しであることから、期初予想を下回る見込み

です。完成工事高および利益については、すべての項目において中計で掲げている

初年度の目標を達成する見通しです。

足元では工事の採算性が改善しており、中計最終年度の経常利益の目標について

も達成する見込みです。投資家のみなさまから中計最終年の2028年3月期の目標

を上方修正する可能性や還元強化についての問い合わせを多くいただいています

ので、現状の方向感をお伝えします。

まず、2028年3月期の中計目標の数字に関しては、足元の好採算を受け、上方修

正の可能性もありますが、具体的な数値は現在精査しているため、目標値の検討が

終わり次第みなさまにご報告します。

株主還元ですが、配当についてはDOE基準の水準は変更なく10年目に向けて段

階的に上げていく方針です。また、自己株式の取得も同様に中計期間は年間50億水

準を継続して実施していきます。
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10年先のキャッシュフロー増大のために、重点的に投資していく領域

本資料に関するお問合せ先

株式会社大気社 経営企画本部 経営企画部 IR課

TEL：03-5338-5052 FAX：03-5338-5195

本資料にて開示されているデータや将来予測は、本資料の発表日現在の判断や入手可能な情報
に基づくもので、種々の要因により変化することがあり、これらの目標や予想の達成、および将来
の業績を保証するものではありません。またこれらの情報が、今後予告なしに変更されることがあ
ります。

従いまして、本情報および資料のご利用は、他の方法により入手された情報とも照合・確認し、ご
利用者の判断によって行ってくださいますようお願いいたします。

本資料ご利用の結果、生じたいかなる損害についても、当社は一切責任を負いません。

将来の見通しに関するご注意事項
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